






























































科書J Lehrbuch der politischenｏｅｋｏｎｏｍｉｅの第１巻の新訂版（ヴァー








経済学上の主著Grundlegung der politischen Oekonomie （全２部・３巻，











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ーは正当に, W. V.フンボルトおよびJ.S.ミルを想起している。 S.256
Anm.) ,「文化・福祉目的」の分野では，「私経済」・「共同経済」・「慈善」
の３制度の「正しい組み合せ」が重要問題であると指摘される(S.267)。
しかしそれにもかかわらず，とくに「共同的必要物」の国家による充足が
ますます増えてゆかざるをえないのであり，「文化・福祉目的を実現する
ための国家（およびゲマインデ）の活動の増大は，物質的・個人的必要物
に該当するものの充足を，ますます頻繁に共同経済的方法で果たすように
　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●な」り，「国民経済全体の共産主義的性格の増大」が生じることになるの
であった(S.260-262)。
　このような，人間の「欲求充足」活動の総体としての「経済」の中で，
国家に代表される「強制的共同経済」が果たしている活動機能の問題を，
ヴァーグナーは，国民経済における「強制の原理的根拠の問題」と呼んで，
政治経済学の基礎理論篇たる本書の，事実上の中心論点に据えた。その場
合，一方で，ドイツの旧福祉国家における広範な「ポリツァイ活動」の功
　　　　　　　　　　　　　　　― 189 ―
罪，他方で，フィジオクラシー一スミスーカントの線で理解された国家活
動限定論の一面性，この両面が明瞭に意識されていたことが，とくに注目
される。ヴァーグナーにしたがえば，「強制」の原理問題は，「国民経済に
●　●　●　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　　　●　●　●　●　●　●　●　●おける，また国民経済のための，国家の正しい機能の問題」，並びに「こ
の領域での国家活動の限界の問題」にかかわるものであって，経済政策も
含めて経済学全体にとって重要課題であるにもかかわらず，「フィジオク
ラット的・スミス的方向の近時の国民経済学」においても，これと「並行
して」進展している「カントの法一国家哲学の影響下にある近時の行政
学」においても，「強制」の原理論が「ほとんどまったく欠如している。」
　「強制原理」および国家活動の「限界」について論じている文献は，「ポ
リツァイ学」ないしは「内務行政学」にかんするものである。しかしこの
点，「いわゆる福祉国家理論あるいはヴォルフの法哲学の，旧ポリツァイ
学は，この哲学の性質並びに，啓蒙専制主義の時代の重商主義理論と国家
実務との性質に照応して，まさに福祉・文化関連事項においてもあまりに
も全般的に強制に頼りすぎ，個人の道徳や信仰の諸目的のためにさえ強制
に頼ったのであり，その結果，当然のことながらｰしかし正当に，とい
うわけではなくｰ,内務行政・国民経済行政における『ポリツァイ活動』
の評判を，理論的にも実践的にも悪くすることになった。 Chr. ヴォルフ
とその時代の法哲学およびポリツァイ学によって承認され要求されもした
ところの，国家活動と強制との際限のない膨張，これに対する反動は，‥
…国民経済学分野でのフィジオクラットたちとＡ．スミス，政治学分野
でのカントの法哲学によるものであった。しかしこの反動は，あまりにも
ゆきすぎた。国家活動の，特殊には強制の，限界の研究がいかに正当であ
ったにせよ，……国家の法的保護の目的のみを強調することはいかにも一
面的であったし，内務行政・国民経済行政の内容全体をもともと見捨てる
のは，いかにも問題のあることであった。それは福祉国家理論に対する紛
れもない反動であって，この反動は，理論的にも実践的にも大いに有害な
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影響を及ぼした。フィジオクラットおよびスミスの経済学とカントの法哲
学は，この点で一つになって，重商主義と政治的幸福主義の場合とは逆の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　　　●　●　●　●　　　●意味での一面性に帰着した。その結果，国民経済においても強制原理が不
可欠であることを把握する目が，失われた。」政治経済学にとっての「任
務」は，「近時の有機的・歴史的国家観にもとづいた内務行政学において
果たされるべきもの，Ｌ.シュタインが実にR. V.モールにも対抗して，
その行政学の体系において大がかりに奨励したものと，本質的には同じも
のである。シュタインが内務行政学にとっての任務を定式化しているよう
に，行政の内容は，福祉国家の理論から引き出されるべきなのである」
(S.230 Anm.) ,と。
　こうしてヴァーグナーは，18世紀啓蒙絶対主義下に形成されたドイツ
の旧福祉国家における，広範な内務行政実践とそれを支えた「ポリツァイ
学」との伝統に対する，したがってまた，その対極としてスミスとカント
に代表させられた，その後の法目的単一国家論の重大な眼界に対する，明
確な自覚のもとで，国民経済学における国家論の定立を試みたのであった。
この場合，ヴァーグナーの関心が内務行政学にあったことは明白であるが，
それも「カントの法一国家哲学の影響下にある近時の行政学」ではなく，
　「近時の有機的・歴史的国家観にもとづいた内務行政学」であったこと，
したがってヴァーグナーの方法的意識においては，市民的個人主義に立脚
していたモールよりも，近代的な労資間対立に対する超階級的君主制国家
の行政的介入を唱道したシュタインの方が，いっそう親和的に感じられて
いたと推定できることは，留意されてよい。しかもなおその上で，本来，
モールとシュタインは，旧「ポリツァイ学」を中核とする18世紀的なド
イツ国家学を，19世紀の市民社会的・階級社会的状況下に延命・蘇生さ
せるべく，理論と実践における支配的な自由主義的基本動向のなかで，経
済社会の資本主義的発展に伴って実際には絶えず拡大をとげる広義の福祉
政策的な国家行政需要の問題に，一種例外的に正面から取り組んだ，二大
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先駆者にほかならなかった。ヴァーグナーの本書は，こうした国家行政需
要の拡大動向に対する，国民経済学の側からの，事実上最初の本格的な対
応の試みであったと目されよう。
　とくに国家目的論に即していえば，モールの出発点に置かれていた新人
文主義的な個人主義的「生活目的」が，ヴァーグナーにおいては人間の
　「欲求充足」一般として自然主義的に経済学化され，モールの場合の理性
主義的な「人格性」（個人の能力の「自主的な開展」）論は影をひそめて，
　「欲求充足」の方法論が，国家を基礎的秩序形成者として含む諸経済主体
の側から，体系的に展開されたのであった。その場合，国家の福祉目的的
活動は，モールのいうたんなる諸個人にとっての「障害物の除去」にはと
どまらない。「個人的必要物」やそれを充足する個人主義的「私経済制度」
自体が，いまやすでに，「共有財」を含む「共同的必要物」とその「共同
経済的」・国家的な供給とを前提とせざるをえないのだという認識，今日
の視点からいえば，労働と生活の社会化されつつある状況への，いち早い
認識，これは，新時代のヴァーグナーに独白のものであった。この認識の
ゆえに，かれは土地私有制を絶対視せずに大都市，不在地主の大農地，鉱
山，森林地，交通路など特定地の公有化を是認した(S.566f.)。こうした
新見地を生み出したものは，「強制」の原理論へのヴァーグナーの志向で
あったが，急速な資本主義化のもとでの「国民経済全体の共産主義的性格
の増大」に止目し，これを国家社会主義的に推進しようとした人物が，社
会保守主義の一翼を有力に担ったという，後進国におけるあのパラドクシ
カルな問題状況に，われわれはここで直面するのである。
5.結収
　さて，以上の概観から明らかなように，ヴァーグナーの政治経済学原理
の全体構成と，そこでの国家論の定立とに対して，いくつかの思想史的連
関要因が作用を及ぼしていたと考えられる。
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　まず第１は，ロートベルトゥスの，経済と法制度との区別の観点，法制
度による経済の秩序づけとしての経済・社会政策的国家介入の視点であり，
それはラウ的な自由競争経済秩序における基本的調和像を解体するのに貢
献した。しかしその近代的国家介入を，ヴァーグナーは何よりも内務行政
の拡大として把握し，その理論的基底を，国家目的論とともに，旧福祉国
家（臣民の「平和と福祉」，すなわち法目的と福祉目的）と「ポリツァイ
学」の伝統の中に，自覚的に置いたのであった。したがって，第２に，旧
国家学の伝統に忠実であったモールとシュタインの行政学体系が，ヴァー
グナーにおいて通奏低音のごとく一貫して響き流れている。この点，とく
にモールは，ハイデルベルク時代の学生ヴァーグナーの教師であったこと
が再び想起されるべきであって，はるかその40年後の上述のベルリン大
学学長就任講演で，ヴァーグナーは，ドイツの経済学の「社会的ないし社
会政策的方向」への旋回を回顧して，つぎのようにモールをなお追慕した
のである。すなわち，社会問題研究の先駆者として，「ドイツにおいては，
わたくしは，とくにローべルト・フォン・モールのことを想起したい。わ
たくしの個人的な先生方のなかで，かれは，わたくしにとってきわめて有
益な刺激を大学の講義の中で与えてくれた人物であったことを，ここで尊
崇と感謝の念をもってとくに強調しておきたい」１８），と。
　第３に，ヴァーグナーが，法目的と福祉目的との両面で広範に法制度的
に活動する近現代的国家を，「私経済」に対する「共同経済」制度として
とらえ，経済学原理の中に国家論を取り入れる一つの契機をつくることに
なったのは，若きシェフレの前掲著書であった。のちにヴァーグナーは，
４歳年長であったシェフレの70歳を記念して，自著『財政学』第４部の
第２巻（1901年）に，かれへの献呈の辞をとくに掲げ，序文のなかでつ
ぎのように述べている。すなわち，シェフレは若千年長であるにすぎない
が，「わたくしにとっては強い意味で『先生』であり模範であって，わた
くしは他のどの方面からよりも，かれから，-そしてかれ以外としては，。
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ほかにはＫ.ロートベルトゥスとR. V.モールとをあげうるのみであるが
一多くの深遠な，思うにわたくしの学同上の生涯においても有益であっ
た刺激を受けたことは間違いない」49），
４と。
1871年にオーストリアの商務
大臣を務め，ビスマルクとも親交をもつことになる，ヴュルテムべルク出
身のこの特異な現実主義的社公経済学者については，別途検討しなければ
ならない。
　しかし，なおも最後に，以上のような，ヴァーグナーにおける国家干渉
主義の形成に基礎的に作用した諸要因にもかかわらず，すでにみたように，
その経済学上の主著が，人間の「欲求」ないし「必要」とその「充足」と
いう自然科学的な概念と原理から出発し，またその原理で論理的に貫かれ
てもいるという点が，あらためて留意されるべきであろう。この基本的観
点は，ヘルマンヘの言及とともに，1892年の最終第３版(Grundlegung)
まで一貫して保持されたのであって，この点は，学生時代に法学を修めた
うえで貨幣論・統計学の研究者として出発したヴァーグナーの，学問的性
格ないし方法的発想にかかわっている。ヘルマンは，ヴァーグナーの同郷
エアランゲンで，ギムナジウムの数学教師から大学の官房学の講師とな
り，1827年にミュンヘン大学に転じてのち，アダム・スミスの経済学の
ドイツでの定着と修正に，とくに価格理論面から独白に貢献した。ヴァー
グナーは，たしかにスミスーラウ的な経済調和観からは明確に一線を画し
つつ，その学問的方法においては，たとえば歴史研究を本領としたシュモ
ラーの場合とは明らかに異なり，理論的・演繹的手法に立っていた。上述
のように，ラウの『財政学』の後半部の改訂を棚上げし，一般理論部分の
新訂作業からやりなおしたのも，政治経済学全体の基本原理が不可欠だと
痛感したからであった。同様に，1877年10月の社会政策学会ベルリン大
会で，自由派のアードルフ・ヘルトと激しく対立して孤立を深めたのも，
ヴァーグナーが学会の無原則的な自由主義化と微温的な親睦団体化とに抗
　　　　　　　　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●して，学会の「任務」を，「原理的な諸根拠から特定の原理的な諸目標の
　　　　　　　　　　　　　　　－194 －
●　●　●　●　●　●　●　●　●　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　　●　●　●　●　●　●　●　●　●
ために発言すること」，「理念の中に目標を捜し求め,理想を設計すること」，
-
　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●「科学的な方法で立法のための目標点を与えること」50）に置き，学会と学
問とにおける基本原理と政治的実践性との重要性を，孤軍奮闘，激しく主
張したからであった。ヴァーグナーは本書においても原理と論理を重視し，
人間の「欲求」原理と「必要充足」原理，その「必要充足」に向けた国家
の「目的」,そして国家活動膨張の「法則」を語ったのであり，そこでは
　「必要充足」方法の類型論に対応する形で，経済組織と国家活動の機能主
義的分類が一貫した主題となった。一方，歴史主義とプラグマティックな
経験主義に立ったシュモラーは，理想や目標や目的から法則を演繹する態
度をきらった。
　この点で，既述のシェーンべルク編集の『政治経済学辞典』（1882年）
をめぐる両者の対立は象徴的である。政治経済学を「社会」にかんする新
しい学問（「社会科学」）に変えようと企図していたシュモラーは,この『辞
典』をラウの焼き直し（「将来の，というよりむしろ過去のドイツの学問
の映像」５１））と酷評したが，『辞典』の分担執筆者の一人ヴァーグナーは，
これに反撃を加え，「シュモラーの場合に常に紛れ込んでいる，経済史と
経済理論との同一視」を，「学問の体系論・方法論における論理Logikの
諸要請に対する違反」５２）とみなして批判した。それは，両者の間の「根の
深い方法論上の差異」５３）に対するヴァーグナーの自己意識の表明であり，
シュモラーとカール・メンガーの方法論争の前哨戦にほかならなかった５１）。
ヴァーグナーにとっては，「多義的で曖昧な『社会』の概念」55）から出発し
ようとするシュモラーの新思考は，学問体系としての政治経済学に混乱と
危機をもたらすものと映った。一般理論と特殊実践論との伝統的区分を重
視したヴァーグナーは，ラウにおける国民経済学（理論）・国民経済政策
・財政学の三分割法を継承しており５６），これを，ロートべルトゥスの経済
　（理論）と法制度（政策および歴史）との区別によって補完し，かえって
補強したのであった。
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　こうしてヴァーグナーは，法制度とその歴史に常に強い関心を持ちつづ
けていたにもかかわらず，方法論的次元においては，基本的には機能主義
的・没「歴史主義」的に,依然としてラウの弟子であった。その結果,1880
年代には「シュモラー主義者Schmollerianerとヴァーグナー主義者
Wagnerianer」（カール・ディール）の方法論上の対抗関係が明瞭になる
に至る５７）。ヴァーグナーにおける「必要充足」原理は，たしかに「共同的」
充足としての国家干渉の必要性と必然性を合理的に説明した。しかし同時
に，この無色透明の原理は，「人間の経済的性質」という普遍性に連なる
反面で，近現代的国家干渉の資本主義的固有性の所在という，まさに最も
基本的な歴史問題への解答を，絶えず迫られることになったというべきで
あろう。そしてこの課題に，「歴史主義」者シュモラーが答ええたか否か
もまた，さらに別個の問題なのである。
－196 －
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－199 －
－200－
